
　　　電話 03－6238－0650（人事に関すること）
　　　　　　　　    　    －0695（福利厚生に関すること）
　　　　　　        　　　－0643（給与に関すること）
　　　　　　　        　　－0696（研修に関すること）

１　総括
（１）　人件費の状況（普通会計決算）

令和６年度 千円 千円 千円 ％ ％

　（注）　１　職員手当には退職手当、児童手当は含みません。
　　　　　２　職員数は、令和６年４月１日現在の人数です。
　　　　　３　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、当該職員の人数は（　　）内で外書きです。

（２）　給与改定の状況

　①　月例給

令和７年度 円 円 円 ％ ％ ％

　（注）　「民間給与」、「公務員給与」は、特別区人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額です。

　②　特別給

令和７年度 月 月 月 月 月 月

　（注）　「民間の支給割合」は、民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給割合」は期末手当及び勤勉手当

　　　　  の年間支給月数です。

（３）　一般行政職給料表の状況（令和７年４月１日現在）

１号給の
給料月額

円 円 円 円 円 円

最高号給の
給料月額

円 円 円 円 円 円323,900 357,600 408,800 431,000 457,100 518,100

177,400 231,500 254,100 276,700 303,500 379,400

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

4.92 4.85 0.07 0.05 4.90 4.65

区　　　分

特別区人事委員会勧告

年間支給月数
（参考）

国の年間
支給月数

民間給与
Ａ

公務員給与
Ｂ

較　差
Ａ－Ｂ

勧　告

406,322 391,462
14,860

（3.80％）
3.80 3.80 3.30

区　　　分

特別区人事委員会勧告

給与改定率
（参考）

国の改定率民間給与
Ａ

公務員給与
Ｂ

較　差
Ａ－Ｂ

勧　告
（改定率）

2,231,480 千円 8,660,147 千円 7,290 千円令和６年度
1,171

4,356,188 千円 2,072,479 千円
（ 17 ）

区　　　分
職員数

A

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費 １人当たり
給与費
Ｂ／Ａ給　　料 職員手当 期末・勤勉手当

計
Ｂ

（参考）
令和５年度の

人件費率

98,372,148 2,874,054 11,138,101 11.3 12.2

東京二十三区清掃一部事務組合

人事行政の運営等の状況

　当組合では、人事行政の公平性と透明性を高めることを目的とし、「地方公務員法第５８条の２」及び「東京二十三区清掃一部
事務組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、人事行政の運営の状況の概要を公表しています。

問い合わせ先

１　職員の給与等の状況

区　　　分
歳出額

A
実質収支

人件費
Ｂ

人件費率
Ｂ／Ａ



２　職員の平均給与月額の状況

（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（令和７年４月１日現在）

　①　一般行政職

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

　②　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 円

歳 円

　

円 円

円 円

　（注）　１　「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給（給料の調整額を含む。）の平均です。

　　　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当

　　　　　　（期末手当、勤勉手当、退職手当を除く。）の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも

　　　　　　のです。また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が

　　　　　　含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　　　　３　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されている東京都内のデータを使用しています。（令和３年から令和５年の

　　　　　　３か年平均。）ただし、廃棄物処理業については、都道府県別データが公表されていないため、全国平均値となっています。

　　　　　４　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものでは

　　　　　　ありません。

　　　　　５　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、東京二十三区清掃一部事務組合においては平均給与月額を１２倍したものに、

　　　　　　前年度に支給された期末・勤勉手当を加えた試算値、民間においては厚生労働省「賃金構造基本統計調査」記載の年収ベース値です。

自動車運転手
（自家用乗用自動車運転手）

6,844,069 4,084,700 1.68

区　　　　　　　　　分

（参考）
年収ベース（試算値）の比較

東京二十三区
清掃一部事務組合

Ｃ

民　間
Ｄ

Ｃ／Ｄ

清掃職員
（廃棄物処理業従業員）

6,877,013 4,376,300 1.57

廃棄物処理業従業員 47.7 314,900 1.30

自家用乗用自動車運転手 57.9 304,900 1.23

区　　　　　　　　　分 民　間 (参考)
平均給与月額
比較　Ａ／Ｂ対応する民間の類似職種 平均年齢

平均給与月額
B

国 51.3 1,703 294,567 ― 337,907

325,177 324,600

東京都 50.3 1,189 289,995 391,360 357,218

290,942 356,798

うち自動車運転手 57.9 6 305,550 376,360 376,360

うち清掃職員 52.3 284 408,111

うちその他技能労務職 60.8 4 269,500

東京二十三区清掃一部事務組合 52.6 294 290,948 406,334 356,759

区　　　　　　　　　分

公務員

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

Ａ
平均給与月額
（国ベース）

東京都 42.3 325,837 470,901 409,944

国 41.9 332,237 ― 414,480

区　　　　　　　　　分
平均給与月額
（国ベース）

東京二十三区清掃一部事務組合 40.8 320,652 448,479 407,074



（２）　職員の初任給の状況　（令和７年４月１日現在）

　

円

円

円 円 円

円 円 円

※　初任給基準表に示される各区分に対応した、行政職給料表（一）及び行政職給料表（二）の金額

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　（令和７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※　当該区分に該当する職員が少ない場合は、近似の区分のデータを含めて記載しています。

技能労務職 238,600 283,300 －

一般行政職

大学卒 287,904 338,692 391,550

高校卒 258,575 305,650 347,725

技能労務職 177,500 185,400 166,500

区　　　　　　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

（総合職）

230,000
（一般職）

220,000

高校卒 182,000 188,000 188,000

一般行政職

大学卒 220,000 円 225,500 円

区　　　　　　　　　分
東京二十三区

清掃一部事務組合
(※）

東京都 国



３　職員手当の状況

（１）　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

１人当たりの
平均支給額

（令和６年度）

加算措置
の状況

　（注）　１　支給割合は、令和７年４月１日現在の割合です。

　　　　　２　（　　　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（２）　退職手当　（令和７年４月１日現在）

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

千円 千円

　（注）　１　普通退職とは自己都合などによる退職をいい、定年退職等とは定年・勧奨などによる退職をいいます。

　　　　　２　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額です。

20,013１人当たり平均支給額 2,067

43.00 39.7575 47.709

最高限度 39.75 47.70 43.00 43.00 47.709 47.709

合　　計

4.85 月分 4.85

1,770 千円

1.05

(0.70) (0.575) (0.70) (0.575) (0.70) (0.50)

(0.70) (0.575) (0.70) (0.50)

１２月期

1.25 1.175 1.25 1.175 1.25

勤勉手当

６月期

1.25 1.175 1.25 1.175 1.25 1.05

(0.70) (0.575)

区　　分

東京二十三区清掃一部事務組合 東京都 国

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当

月分 4.60 月分 .

(2.55) 月分 (2.55) 月分 (2.40) 月分

― ―

職制上の段階、職務の級等
による加算措置
・職務段階別加算　  5％～20％
・管理職加算　　　　15％～20％

職制上の段階、職務の級等による
加算措置あり

職制上の段階、職務の級等による
加算措置あり

区　　　　　　　　分

東京二十三区清掃一部事務組合 東京都 国

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等

支給率

勤続２０年 18.00 24.55 23.00 23.00

勤続３５年 39.75 47.70 43.00

19.6695 24.586875

勤続２５年 28.00 32.95 30.50 30.50 28.0395 33.27075

加　　算　　措　　置
定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算） （2％～45％加算）



（３）　地域手当　（令和７年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

　（注）　支給対象職員数は、再任用短時間勤務職員を含みます。

（４）　特殊勤務手当　（令和７年４月１日現在）

千円

円

％

左記職員に対する支給単価

清掃業務手当

清掃工場等に
所属する職員

清掃関連業務に従事した場合

変則勤務手当

 　１日につき、700 円または1,000 円

正規の勤務時間が１月１日から１月３日に割り
振られて勤務した場合

　 １日につき、 1,000 円

主な支給対象業務

支給実績（令和６年度決算） 907,656

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 775,775

　　手当の種類（手当数）

20

　　職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） 58.8

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
国の制度
（支給率）

東京都・特別区 20 1,188

正規の勤務時間が深夜に割り振られて勤務した
場合

 　１勤務につき、900 円

　　支給実績（令和６年度決算） 165,465

　　支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 236,716

2

手当の名称
主な支給
対象職員



（５）　時間外勤務手当　

決算年度

令和６年度 146,882 千円 124 千円

令和５年度 166,340 千円 141 千円

（６）　その他の手当　（令和７年４月１日現在）

扶養手当

配　偶　者 4,000 円 3,000 円 円

子 9,500 円 11,500 円 円

父母等 6,000 円 6,000 円 円

１６歳～２２歳の子
がいる場合の加算

4,000 円 4,000 円 円

　（注）　清掃一組については、令和9年度から配偶者の扶養手当は廃止、子の扶養手当は10,500円となります。
　　　　　令和7年度から令和8年度までは経過措置期間として段階的に金額が変更となります。

住居手当

27,000 　円 15,000 　円 　円
　 　

通勤手当

職員１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決算）

職員１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決算）

賃貸住宅
支給限度額 支給限度額 支給限度額

45,617 千円 143,001 円
28,000

区　　　　　分
東京二十三区

清掃一部事務組合
東京都 国

国
支給実績

（令和６年度決算）
区　　　　　分

東京二十三区
清掃一部事務組合

東京都

支給実績
（令和６年度決算）

支給実績
（令和６年度決算）

職員１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決算）

3,500

94,342 千円 198,198 円

11,500

6,500

5,000

支給実績
職員１人当たり
平均支給年額

区　　　　　分
東京二十三区

清掃一部事務組合
東京都 国



交通機関利用者
（電車、バス等）

交通用具使用者
（自転車等）

管理職手当
 

部長の職 127,600 円

統括課長の職 101,500 円

課長の職 92,300 円
 

休日夜勤手当
　

令和６年度 394,872 千円 678,000 円

決算年度
支給実績

（令和６年度決算）

職員１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決算）

通勤距離に応じて１か
月ごとに支給

区　　　　　分
東京二十三区

清掃一部事務組合
支給実績

（令和６年度決算）

職員１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決算）

87,658 千円 1,217,467 円

原則として4月、10月
に６か月分を支給
支給限度額／月
55,000 円

原則として4月、10月
に６か月分を支給
支給限度額／月
150,000 円

原則として4月、10月
に６か月分を支給
支給限度額／月
150,000 円 229,987 千円 205,897 円

通勤距離に応じて原則
６か月分を一括支給

通勤距離に応じて原則
６か月分を一括支給



４　特別職の報酬等の状況　（令和７年４月１日現在）

6月期 1.94 月分

12月期 1.95 月分

合計 3.89 月分

前期 74,700 円

後期 74,700 円

合計 149,400 円

前期 64,100 円

後期 64,100 円

合計 128,200 円

前期 49,600 円

後期 49,600 円

合計 99,200 円

円

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（２年＝４８月）

　　　勤めた場合における退職手当の見込額です。

退
職
手
当

副管理者

（任期ごとに支給） 　（１期の手当額）

5,585,760 給料月額×（３２４／１００）×在職年数

区　　分 退職手当の額 算定方式

報

酬

議   長 332,400 円

円

区　　分 報酬の年額

議   員 220,800 円

期末手当

区　　分 給料の月額

副議長 284,400 円

期末手当

給

料
副管理者 862,000



１　職員数の状況

　（１）　職種別（令和７年４月１日現在） （単位：人）

一般
事務

土木
技術

造園
技術

建築
技術

機械
技術

電気
技術

化学
技術

自動車
運転

自動車
整備

作業Ⅲ
設備
管理

161 7 0 16 265 252 60 6 0 4 284 1,055

(1) (13) (14)

81 1 2 3 3 3 0 0 0 0 0 93

都派遣職員 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 5

合　　計 242 8 2 19 271 257 60 6 0 4 284 1,153

　※　（　　）内は、再任用短時間職員数及び定年前再任用短時間職員数であり、外書きです。

　（２）　職層別（令和７年４月１日現在） （単位：人）

部長 課長 課長補佐 係長 主任 係員
統括

技能長
技能長 技能主任 技能１級

14 46 48 187 200 266 2 86 139 67 1,055

(11) (3) (14)

2 5 7 11 38 30 0 0 0 0 93

都派遣職員 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 5

合　　計 20 52 55 198 238 296 2 86 139 67 1,153

　※　（　　）内は、再任用短時間職員数及び定年前再任用短時間職員数であり、外書きです。

　（３）　一般行政職の級別職員数等の状況（令和７年４月１日現在）

６級

５級

４級

３級

２級

１級

　※　級別標準職務表を、１８年４月に、１級から１０級を１級から９級に改正。２０年４月に、１級から９級を１級から８級
　　に、３０年４月に、１級から８級を１級から６級に改正。

合　計 859 100 100

課長補佐 55 6.4 6.0

上記各職務の級に属さない 296 34.5 35.9

52課長 6.1 6.3

主任 238 27.7 26.6

部長 20 2.3 2.2

23.1 22.9係長 198

区派遣職員

区　　分 標準的な職務内容 職員数（人） 構成比（％）
昨年度

構成比（％）

一般行政職

固有職員

合　計

技能職

区派遣職員

２　職員の任免及び職員数に関する状況

一般行政職 技能職

合　計

固有職員



３　一般行政職の級別職員数等の状況　（令和7年4月1日現在）

6級 2.3 2.1

5級 6.1 6.7

4級 6.4 6.0

3級 23.1 24.1

2級 27.7 25.7

1級 34.5 35.4

計 100 100

区　　分 令和7年度 令和6年度

1級 34.5 1級 35.4

2級 27.7 2級 25.7

3級 23.1
3級 24.1

4級 6.4 4級 6

5級 6.1 5級 6.7

6級 2.3 6級 2.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和7年度 令和6年度

級別職員構成比（各年４月１日時点）

6級

5級

4級

3級

2級

1級



　（４）　年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

年齢
区分

20歳
未満

20-24
歳

25-29
歳

30-34
歳

35-39
歳

40-44
歳

45-49
歳

50-54
歳

55-59
歳

60歳
以上

合　計

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人
0 42 129 164 189 141 98 156 170 64 1,153

(14).
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

0.0 3.6 11.2 14.2 16.4 12.2 8.5 13.5 14.7 5.6 100

　※　（　　）内は、再任用短時間職員数及び定年前再任用短時間職員数であり、外書きです。

　（５）　職員数の推移（各年４月１日現在）

年　度
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
令和

７年度
対前年
増減数

人 人 人 人 人 人 人

1,150 1,155 1,165 1,167 1,170 1,153 △ 17

　※　各年における定員管理調査において報告した職員数です。

２　任免の状況

　（１）　一般職員の退職・併任解除者数（令和６年度）

　①事由別 （単位：人）

定年退職 勧奨退職 普通退職 任期満了 併任解除等 合　計

19 7 8 12 5 51
(5) (6) (11)

33 33

0 0

19 7 8 12 38 84

　②身分・職種別 （単位：人）

一般
事務

土木
技術

建築
技術

機械
技術

電気
技術

化学
技術

自動車
運転

設備
管理

作業

8 2 1 2 5 2 2 26 3 51
(1) (1) (8) (1) (11)

0(1) 0 0 0 2 1 0 1(1) 0 4(2)

25 1 5 0 1 0 0 0 0 32

1 1

0 0 0 0 1 0 0 0 0 1

39 0 3 5 5 3 1 14 1 84
　
　※　（　　）内は、再任用短時間職員数及び定年前再任用短時間職員数であり、外書きです。

（うち年度途中）

都派遣職員

（うち年度途中）

合　　計

一般行政職 技能職

合　計

固有職員

（うち年度途中）

区派遣職員

固有職員

区派遣職員

都派遣職員

合　計

職員数

構成比

増減数・率
（過去５年間）

職員数
人

3　　（0.3％）



　（２）　一般職員の採用・新規併任者数（令和７年４月１日付）

　①事由別 （単位：人）

採　用 人事交流 新規再任用 新規併任 合　計

24 5 1 30

26 26

1 1

24 5 1 27 57

　　　　　　        　　
　②身分・職種別 （単位：人）

一般
事務

土木
技術

造園
技術

建築
技術

機械
技術

電気
技術

化学
技術

自動車
運転

設備
管理

作業

採用 8 1 0 2 1 2 1 0 8 0 23

人事交流 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

新規再任用 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2

新規併任 22 0 0 3 1 0 0 0 0 0 26

新規併任 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1

37 1 0 5 2 3 1 0 8 1 57

　
　※　（　　）内は、再任用短時間職員数及び定年前再任用短時間職員数であり、外書きです。

合　　計

一般行政職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

技能職

合　計

固有職員

区派遣職員

都派遣職員

固有職員

区派遣職員

都派遣職員

合　　計



１　職員の勤務時間等

　主な勤務形態は、以下のとおりです。

２　休暇・休業制度等

（単位：人）

妊娠出産休暇 育児休業 部分休業 介護休暇 病気休暇 公務災害 通勤災害

2 30 10 5 117 1 0

0 2 1 0 13 0 0

2 32 11 5 130 1 0

　 休暇には、年次有給休暇のほか、病気休暇、特別休暇（妊娠出産休暇、育児時間、慶弔休暇、夏季休暇、ボランティア
休暇等）、介護休暇、介護時間があります。その他、子を養育するための育児休業・部分休業や、研修、骨髄提供及び献
血に係る職務専念義務免除が定められています。
　 なお、令和６年度中の主な休暇等の取得状況は以下のとおりです。

固有職員

区派遣職員

合　　計

６週を通じて１週あたり
平均３８時間４５分

６週を通じて１２日

４週を通じて１週あたり
平均３８時間４５分

①午前７時３０分～午後４時１５分
②午前８時３０分～午後５時１５分

７時間４５分

４週を通じて８日
①午後３時００分～午前８時３０分
②午後４時００分～午前９時３０分

１５時間３０分

飯田橋庁舎・
清掃技術

訓練センター
３８時間４５分

①午前７時３０分～午後４時１５分
②午前８時００分～午後４時４５分
③午前８時３０分～午後５時１５分
④午前９時００分～午後５時４５分
⑤午前９時３０分～午後６時１５分
⑥午前１０時００分～午後６時４５分

７時間４５分 土・日曜日

清掃工場・
中防処理
施設管理
事務所

４週を通じて１週あたり
平均３８時間４５分

①午前７時３０分～午後４時１５分
②午前８時００分～午後４時４５分
③午前８時３０分～午後５時１５分
④午前９時００分～午後５時４５分
⑤午前９時３０分～午後６時１５分
⑥午前１０時００分～午後６時４５分

７時間４５分

４週を通じて８日

３　職員の勤務時間、服務等の状況

　職員の勤務時間・休暇等については、「東京二十三区清掃一部事務組合職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条
例」で定められています。

１週間の勤務時間 勤務形態 勤務時間 週休日



１　分限処分の状況

（単位：人）

免　職 降　任 休　職 降　給 合　計

0 0 0 0 0

0 0 22 0 22

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

２　懲戒処分の状況

（単位：人）

免　職 停　職 減　給 戒　告 合　計

0 0 0 1 1

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

１　研修実績(令和６年度）

回数 延人数

58 569

25 213

64 492

130 1,008

49 191

326 2,473

２　人事評価制度

　　（１）　勤務成績の評定の実施状況

　

　　（２）　昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

　分限処分とは、ある一定の事由により職責を十分果たせない、又は廃職・過員が生じた場合に公務能率の維
持と向上を図るために行われる処分です。

　令和６年度の状況は以下のとおりです。

事　　　　　　由

勤務成績がよくない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃又は予算の減少により廃職、過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

　※　同一の者が同一の事由で複数回該当した場合、その数を重複して計上してあります。

　懲戒処分とは、職員の法令違反などの一定の義務違反に対し道義的責任を問うことにより、地方公共団体に
おける規律と公務遂行の秩序を維持するために行われる処分です。

　令和６年度の状況は以下のとおりです。

事　　　　　　由

法令に違反した場合

職務上の義務違反又は職務を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

５　職員の研修及び人事評価の状況

項　　　目

職層研修

実務研修

人権問題研修

その他研修

清掃技術訓練センター

合　　計

　 　　　本組合では従前より人事評価による業績評価を実施してきましたが、地方公務員法の一部改正に伴い、平成２８年度か
　　　らは人事評価制度として実施しています。

　　①幹部職員

　　　　目標管理に基づき、客観的かつ継続的に人事評価を行い、任用・給与・その他人事評価の基礎として活用します。

　　②一般職員

　　　　職員の人材育成や能力開発を効果的に推進することを主眼とした人事評価を行い、任用・給与・その他人事評価の基礎
　　　として活用します。

　　　　勤務成績の評定結果等に基づき、昇給区分（５段階）を決定します。令和７年４月１日の昇給については、昇給区分の
　　     上位２区分（６～５号昇給）に決定された者は３１２名（３０％）でした。



１　勤務条件に関する措置要求の状況

２　不利益処分に関する不服申立ての状況

１　営利企業等に再就職した元職員による働きかけの禁止

２　現職員による届出

３　罰則

６　職員の利益の保護の状況

　　　　　措置要求とは、公務員は労働基本権の一部が制限されているため、その代償として設けられている制度で、職員が給
 　　　 与、勤務時間、その他の勤務条件に不服がある場合、公平委員会に対し審査等を要求できる制度です。

（単位：件）

前年度からの
継続事案数Ａ

6年度
要求事案数Ｂ

完結件数Ｃ
翌年度継続件数

Ａ+Ｂ-Ｃ
備考

0 1 1 0

　　　　　不服申立てとは、職員の身分保障と、人事行政の適正な運営の確保を目的とした制度です。任命権者が、職員の意に反
       する違法、不当、不利益な処分を行った場合、職員は中立的専門機関である公平委員会に申し立てをすることによりその救
       済を求めることができます。

（単位：件）

前年度からの
継続事案数Ａ

6年度
要求事案数Ｂ

完結件数Ｃ
翌年度継続件数

Ａ+Ｂ-Ｃ
備考

5 0 0 5

７　職員の退職管理の状況

　　　職務の公正な執行及び住民の信頼の確保するため、地方公務員法が一部改正（平成２８年４月１日施行）され、営利企業
　　等に再就職した元職員による現職職員への働きかけが禁止されました。

　　　　①　営利企業等に再就職したすべての元職員
　　　　　　営利企業等に再就職した元職員は、離職前５年間の職務に関して、離職後２年間、現職職員への働きかけ（在職して
　　　　　　いた地方公共団体と再就職先との間の契約又は処分について、職務上の行為をするように、又はしないように現職職
　　　　　　員に要求・依頼すること）をしてはいけません。

　　　　②　営利企業等に再就職した元職員のうち、長の直近下位の内部組織の長であった者
　　　　　　上記の規制に加え、離職した日の５年前の日より前の内部組織の長である期間の職務に関して、離職後２年間、現職
　　　　　　職員への働きかけをしてはいけません。

　　　　　　現職職員が元職員から禁止される要求・依頼を受けたときは人事委員会に届け出なければいけません。

    　　　　規制に違反した元職員は、法律により刑罰又は過料が科せられます。また、働きかけに応じて不正な行為を行った職
　　　　　　員は刑罰が科せられます。

違反内容（抜粋）

元職員が現職職員に対して働きかけをした

元職員が現職職員に対して不正な行為をす
るよう働きかけをした

１０万円以下の過料

制裁措置

１年以下の懲役又は５０万円以下の
罰金

現職職員が元職員の働きかけに応じて不
正な行為を行った場合

１年以下の懲役又は５０万円以下の
罰金

現職職員が元職員から働きかけを受けた事
実を人事委員会へ届け出なかった場合

懲戒処分の対象

違反内容（抜粋）

元職員が現職職員に対して働きかけをした

元職員が現職職員に対して不正な行為をす
るよう働きかけをした

１０万円以下の過料

制裁措置

１年以下の懲役又は５０万円以下の
罰金

現職職員が元職員の働きかけに応じて不
正な行為を行った場合

１年以下の懲役又は５０万円以下の
罰金

現職職員が元職員から働きかけを受けた事
実を人事委員会へ届け出なかった場合

懲戒処分の対象



受診実績（令和６年度） （単位：人）

項　　目 定期健診
情報機器
作業健診

消化器系
健診

婦人科
健診

骨粗鬆症
健診

大腸がん
健診

腰部健診 特別健診 特殊健診
破傷風

予防接種

人数 1,175 705 360 83 62 430 724 673 211 172

１　東京都職員共済組合

２　特別区職員互助組合

３　東京二十三区清掃一部事務組合職員互助会

   　　  会員数・・・・・１，２２２人（令和７年４月１日現在）

　　     公費負担率・・・・・・４０．０％（令和６年度決算）

      事業内容

８　職員の健康診断の状況

※　情報機器作業健診 ・・・・ パソコン等の普及に伴って生じるストレスを軽減、疲労症状を予防するために実施する健診です。
※　特別健診 ・・・・ 粉じん等各業務従事者健診、特定化学物質・有機溶剤等取扱従事者健診、深夜業務従事者健診です。
※　特殊健診 ・・・・ 清掃工場に勤務する職員の中でも、有害物質を取扱う者、リスクの高い作業を行う者に対して行う健診で

９　職員の福利厚生の状況

　　　職員の福利厚生については、地方公務員法、地方公務員等共済組合法等に基づいて実施しています。

    　　　職員又は被扶養者の傷病、出産、休業、障害等に関し、適切な給付を行うため、地方公務員等共済組合法に基づき、
　　　短期給付事業、長期給付事業、福祉事業を実施しています。

　    　　特別区（２３区）及び特別区の一部事務組合職員等の相互共済及び福利厚生事業を行っています。事業としては、ス
　　　 ケールメリットを活かした保険事業やライフプラン事業などがあります。

種別 事業の概要

給付事業

結婚祝金 会員が結婚したとき

出産祝金 会員又は会員の配偶者が出産したとき

    　　　職員相互の共済及び福利厚生を目的とする事業を行っています。必要な経費については、職員が負担する会費と
　　　　東京二十三区清掃一部事務組合の交付金で運営されています。

就学祝金 会員の子が小学校又は中学校に入学したとき

義務教育終了祝金 会員の子が中学校を卒業するとき

療養見舞金 会員が入院７日以上又は継続３０日以上療養したとき

災害見舞金 水害、火災などの非常災害により、会員の住居・家財に損害があったとき

弔慰金 会員又は家族が死亡したとき

せん別金 会員資格を喪失したとき

貸付事業 生計資金 日常生活において一時的に多額の費用が必要となったとき（５０万円まで）

定年退職者等記念品 定年、勧奨、勤続２０年以上退職、６０歳に達した日以後定年前退職するとき

補助事業
選択型福利厚生事業 民間委託による総合的な福利厚生サービス

元気回復補助金 旅行、人間ドック、図書の購入などの経費について一部を補助


